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うした新時代に合った人材育成に向けて、Management of Technology（MOT）や Chief 
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Management of Technology（MOT：技術経営）や Chief Technology Officer（CTO：最
高技術責任者）に関連、関与する領域の人材育成への関心が高まっている 1,2)。その
際の主要な関心事項の１つは、情報・知識と人材を有機的に関連付けた統合システ




















































表１ 企業の「強み」の例  
①  製造段階での「すりあわせ」に代表される  
こだわり /技術/ノウハウ  
②  顧客との意思疎通による問題解決型の商品サービスの開発
スピードの速さとそれを可能にする組織 /システム  
③  レベルの高い要求のフィードバックを可能にする  
レベルの高い消費者の存在と消費者と企業の結びつき  
④  品質や中長期的な安定的存在感、中期的な取引関係などに  
基づく信頼に裏打ちされた商品 /サービス/ブランド力  
⑤  レベルの高い従業員のモチベーションの維持 /能力の  
発揮及びそれを可能にしてきた雇用・組織関連のシステム  



































































































ド（Balance Score Card：BSC）21,22,23）と呼ばれる手法で測定されている 24）。しか
し、ナレッジマネジメントが組織においてどのように行われているかという問題構







社会人基礎力では、その力を次の 3 能力と 12 要素に整理し、社会を支える人材の
あり方を示している 25,26）。  
（１） 前に踏み出す力（アクション）  
①主体性、②働きかけ力、③実行力  
（２） 考え抜く力（シンキング）  
④課題発見力、⑤計画力、⑥創造力  










表２ 若年者の就職能力に関する実態調査  
企業が採用時に重視する能力  
第１位  コミュニケーション力  
第２位  基礎学力  
第３位  責任感  
第４位  積極性･外向性  
第５位  資格取得  
第６位  行動力・実行力  
第７位  ビジネスマナー  













































































① 知識ベースによる知識管理  
② SECI モデルの重要性  
③ 人材育成と知識の蓄積  
の 3 点が本研究の主要な骨格となっている。  
 





















































































・ 知識を獲得すること（獲得）、表現された知識・情報を蓄えること（表現）  










言的知識と手続き的知識に分けられる 52,53,54,55）。  






述語論理」や、そのコンピュータ言語としての  PROLOG 言語 が宣言的知
識の表現方法としてよく知られている。知識の記述は、事実（Fact）と規則
（Rule）で構成され、一般的な表現が可能である。  
 手続き的知識（Procedural knowledge）  
手続き的知識とはノウハウ（Know-how）と呼ばれるもので、何かを行う際



























 知識は暗黙知（Tacit Knowledge）と形式知（Explicit Knowledge）とに大別され、
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暗黙知  暗黙知  



































SECI モデルプロセスの知識循環構造は、  
（１）暗黙知から暗黙知へ ・・・ 共同体験で獲得  
（２）暗黙知から形式知へ ・・・ 論理的思考で変換   
（３）形式知から形式知へ ・・・ 情報処理で変換  


















① 「SECI モデルプロセス」  
② 知識創造のための共有されたコンテクストとしての「場」  
③ 知識創造プロセスにおける材料と成果としての知識資産  



































































 知恵  





































事実  ？  
データ  
情報  
機械系の知  人間系の知  
見識  
ノウハウ  



































おける基本的な機能  活用系  共有系  蓄積系  
運用系、その他  
















































2.5.2 知識ベースの活用系  
 
知識ベース（Knowledge Base：KB）とは、知識の処理や変換や創生などを扱うモ


















































・ 創発支援（意思支援、発明支援）：  
既存の知識に基づく考察によって、新しい方策、構成、手段などを考え出す
創造的な発明・発見を支援する。  
・ 分析支援（マイニングツール）：  
既存の知識について、様々な検索や加工を施しながら、これまでに気が付か
なかった知識の発見を助ける。  











・ コミュニティー支援（E-mail、メーリングリスト、掲示板、blog、Wiki）  
対象集団内での情報交換、知識共有や相互援助を支援する。  
・ 発信支援（Web ページ）  
対象集団内だけでなく、組織外との知識交換や人材交流を促進する。  
・ 抽出支援（文章検索、概念検索、意味検索）  
蓄積された知識や人材に関する情報の検索やその解釈、理解を助ける。  














ていくための支援機能としては以下に挙げるものが言われている 73）。  
・ コンテンツ管理  
セキュリティへ配慮しながら、知識ベースの実体を保存管理する。  
・ ドキュメント管理  
知識ベースの運用実績に関する情報を管理する。  
























・ 能力開発支援  
関与する人たちが常に人材需要に応えられる状況にしておくための能力開発の
教育・研修を行う支援機能である。  





















区  別  
図 5 ナレッジマネジメントの対象の比較  
  



















が必要となる。その手段の１例が、APQC（American Productivity and Quality Center：
アメリカ生産性品質センター）が開発したナレッジマネジメントのフレームワーク































図 6 APQC が開発したナレッジマネジメントのフレームワーク  
  









































（1） 知識資産の開発と共有  
（2） 知識の創造・活用のプロセス  





































3.1 知識集約型産業とナレッジマネジメント  
 
 1971 年の通商産業省、産業構造審議会の答申の定義 82）によれば、知識集約型産
業とは、  
① コンピュータ、航空機、原子力、海洋開発などの研究開発集約産業  
② 公害防止機器、教育機器、数値制御工作機械などの高度組立て産業  
③ 衣類、住宅調度品などのファッション産業  






















重要になる 91）。その知識集約型産業を担う人材の育成が今日求められている。  
 








































組織の価値観  価値創造（VC） ナレッジ  
マネジメント  


































① 顧客情報  
② 市場動向  
③ 製品とサービスの内容  
④ 競合会社の状況  
⑤ 従業員の能力  
⑥ 企業文化  
⑦ 経営手法  
⑧ 基幹業務プロセスや支援業務プロセス  





















































② 先端情報技術を徹底的に活用した効率的な生産管理システムを開発する  
③ TQM（Total Quality Management）による組織的なコスト削減を行う  
④ 情報技術を活用した、これまでにない新しい販売チャンネルを開拓する  



















も賞賛される知識企業 94）（Global Most Admired Knowledge Enterprises：MAKE）」
の受賞企業（表 3 参照）20 社の中に世界第２位の経済大国を誇った日本の企業名は
出ていなかった。この発表が、日本の企業に対して、ナレッジマネジメントの導入











① 組織内で各人の業務や努力の重複を削減する  
② 内外のベスト・プラクティスに学び業務プロセスを抜本的に改革する  
③ 内部知識ベースを最大限に活用する  
④ 市場での競争優位を確立し、業績を向上させる  




表 3 最も賞賛される知識企業‘98 
①  ルーセント・テクノロジーズ  
②  インテル  
③  モンサント  
④  アーンスト＆ヤング  
⑤  ゼロックス  
⑥  アーサーアンダーセン  
⑦  ヒューレットパッカード  
⑧  IBM 
⑨  マイクロソフト  
⑩  スリーエム  
⑪  ノキア  
⑫  バックマン・ラボラトリーズ  
⑬  スカンディア  
⑭  ゼネラルエレクトリック  
⑮  アンダーセンコンサルティング  
⑯  サンマイクロシステムズ  
⑰  ファイザー  
⑱  シーメンス  
⑲  シェブロン  













ト上に Z-EIS と名付けた知識共有システムを構築している。この Z-EIS とは、Zenin 






















れている。2000 年の時点で約 5,000 件の形式知化された設計ノウハウが登録・共有
（Sharing）され、設計者約 500 名、技術者約 4,100 名が利用し、問合せ件数は毎月















における創造性向上への貢献は期待できないと主張している 96）。  
 















































































線番号、電子メールアドレス、血液型などの情報を載せた自己紹介のページである。   
「私の書斎」には、営業日報、提案書、プロジェクト記録などの日常業務ファイ
ルが置いてあり、営業本部社員であれば誰でもアクセス可能で、必要に応じてコピ
ーも可能であり、不明な点があれば本人に直接問い合わせることもできる。   
「セカンドハウス」は、個人の業務履歴、得意な業務分野、資格、これまで手が
けてきたプロジェクト事例などが納められている。   
























































識企業‘09」では、1998 年時のそれと比べて数社の日本企業が上位 20 社の中に入
った（表 4 参照）。  
今日に見られるナレッジマネジメント導入の広がりは、企業組織だけでなく、地
方公共団体や NPO といった組織まで幅広くなり、ますます活発化してきている 99）。  
表 4 最も賞賛される知識企業‘09 
①  アクセンチャー  
②  アップル  
③  ブリティッシュブロードキャスティング  
④  トオマツ  
⑤  アーンスト＆ヤング  
⑥  フルオー  
⑦  ゼネラルエレクトリック  
⑧  グーグル  
⑨  ヒューレットパッカード  
⑩  IBM 
⑪  インフォシス  
⑫  マッキンゼイ  
⑬  マイクロソフト  
⑭  ノキア  
⑮  プリンスウォーターハウスクパーズ  
⑯  サムスン  
⑰  スランバー  
⑱  タタ  
⑲  トヨタ  































































① 地域の活力は、住民の意欲に支えられる。  
② 国際化と地域振興を並行して進行させる方策が必要である。  
③ 国内外へ広くアピール、広報をする手段を確保する。  
④ 海外からの資金の流入が地域活性化に重要な要因となる。  
こうした活動の実現には情報技術の活用、強いては Web ページによる地域情報の
内外向けの発信が有効である。情報技術により、距離的・時間的問題が解決される













の形成が期待されている 101,102,103）。  
近年では、Web コンテンツ管理システムである wiki などを用いて、複数人が共同
で Web サイトを構築することによる Web 上のコミュニティーの形成や SNS、Blog
による情報発信とそれに対するコメントやトラックバックなどでさらに広がりを持
ち、やがてコミュニティーを形成するなど、形態は多様化、複雑化している。中に




① 絶え間なく続く変革を常とする。  
② 創造性が価値評価の重要な指標となる。  
③ 多様性と個性が許容され、質を重視する。  
④ 世界中の情報がほぼオンタイムで入手できる。  
  
































































































6.1 情報社会の人材育成  
 
現状を考察すると、 IT（ Information Technology）と呼ばれていた形態から ICT





我が国でも、総務省の進める u-Japan 政策 112）で発表される「IT 政策大綱 113）」も
2005 年には「ICT 政策大綱 114）」へと改称されている。その ICT 政策大綱の中で ICT
は「IT 政策から、次世代の ICT 戦略」と位置づけられ、達成のための課題として「人
材育成の充実」が挙げられている 113,114）。  
 ICT を活用した人と人のつながりを促進する手段として、SNS（Social Networking 
Service）という情報発信の手段がある。これは、人と人とのつながりを促進・サポ



























































① 学び続けることが活力の源泉となる。  
② 学びこそ変革への順応性を高める。  
















て取れる 122）。行政機関も 1980 年代以降、生涯学習政策を打ち出したが、現在の情
報社会インフラはその生涯学習を助けうる。  
 生涯学習の始まりは、ユネスコ（UNESCO）のポール・ラングラン（Paul Lengrand）



















の概念は、スウェーデンの当時文相だったオロフ・パルメが 1969 年の第 6 回ヨーロ
ッパ文相会議において取り上げ、翌 1970 年に経済協力開発機構（OECD）が公式に








に就きながら必要な知識や技術を習得する教育訓練を行う OJT（On the Job Training）

























7.1 知識共有と協力体制の構築を志向した組織内人材育成の試み  






















































報発信のための Web ページ（http://e-gifu.net）の開発を試みた 131）。この試みによ
り大学生には、地域に密着した形態での活動を通じて大学内で学習した情報技術を
実社会に応用する実践活動の環境が与えられる。また、活動組織内部では、作成し













活動しながら学ぶ、という学習形態の一端を体験できる 134）。  
 

































なる。この段階で個々が作成した Web ページを組織内で共有できるようになる。 
③ Web ページ作成後期（知識の連結化：Combination）  
形式知化された知である Web ページを組織内で共有・閲覧することにより、互
いの知識の補完が進む。これは「他人の知識」を知るということである。  



















































図 10 取組みに関わる作業プロセス  
  
して活動した。図 10 は、地域社会の Web ページ開設を構想する過程と問題意識、
その解決手段の Web ページ「eGifuNet」の開設と運用の過程である。  
先ず、従事するが学生の選抜と組織化をはかり、並行した Web ページ開設の協同




eGifuNet Web ページの運用が始まれば、図 10 の下段に示された流れ図における













































図 11 は、eGifuNet の組織体系を示す。eGifuNet 運営の組織の中核は、eGifuNet









































































































用 Web サーバで行う。図 12 は、eGifuNet のトップページである。下記の URL では、
































































7.2.1 知識の構造的発展モデル  －Web ページ作成公開講座－  
 
 ナレッジマネジメントは、知識の集積と創生を促進する面と、知識を共有すると





























れることが期待できる 136）。  
公開講座の企画開催を体験したメンバー学生は、実社会での活動を通じて地域を
知り、人々とのコミュニケーションの取り方を学んだ。また、社会貢献として第３
































































































































































































































































について様々な取組みの報告 138）はあるが、本論文はその一つである。  




































































ジマネジメントの SECI による解釈が可能なことを示唆している。  
 






















問番号 分類 質 問 文 
問１  好感度  私は企画立案が好きです。  
問２  理解度  私は企画立案することはできない。  
問３  有用度  企画立案は役に立つと思う。  
問４  好感度  私は企画立案が苦手だ。  
問５  理解度  私は企画立案についての知識があるとおもう。 
問６  好感度  自分は企画立案を作るのに向いていると思いますか。  
問７  理解度  企画立案を作るのはやさしいですか。  
問８  有用度  企画立案はこれから必要になると思いますか。 
問９  好感度  私は企画立案が嫌いだ。  
問 10 理解度  企画立案をうまく作ることができる。  
問 11 有用度  画立案をやっても役に立たないと思う。  
問 12 理解度  企画立案は得意だ。  
問 13 有用度  私は企画立案についてもっと知りたいと思う。 
問 14 理解度  私は企画立案が分かる。  
問 15 有用度  企画立案は自分には無縁のものだと思う。 
問 16 有用度  いろいろな企画立案を作ってみたい。  
問 17 好感度  企画立案は難しいと思う。  












Not(否定的設問の回答) ＝（6－否定的設問の回答）＝（肯定的回答）  (x.x) 
なお、回答の中には、信憑性の薄いデータもある。つまり、このデータを表１と
照合して調べると、  
問１．私は企画立案が好きです → 回答は 1 












































































図 17 理解度と有用度と好感度の散布図  
  




























 図 18 は、構築したホームページ「eGifuNet（http://e-gifu.net）」のトップページ
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暗黙知  暗黙知  














































 図 19 には、一度作成した Web ページを改善し、品質を上げる過程として見る、
もう一つの異なる観点がある。一回り Web ページの構築が進んだ段階で、その Web
  




















が果たす効果は、次のように整理できる（図 20 参照）。  
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暗黙知  暗黙知  






















































































































































































































 以上、①～⑥までの進行を詳細に説明する。  











 海外渡航に問題無い健康状態である  
 保護者の参加同意書が提出出来る  
 数回行われる研修会に全て参加出来る  
 旅費および渡航準備に必要となる費用の全額個人負担  
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